
平成 2 0 年越前市条例第 1 5 号

越前市手数料条例の一部を改正する条例を公布する。

平成 2 0 年 3 月 2 5 日

越前市長 奈 良 俊 幸

越前市手数料条例の一部を改正する条例

越前市手数料条例 (平成 1 7 年越前市条例第 8 2 号 ) の一部を次のよう に改正

す る。

別表第 2 優良住宅新築認定申請に関するものの都中 ｢ 1 0 0 平方メ ー トル以 下

｣ を ｢新築住宅の床面積の合計が 1 0 0 平 方 メ ー ト ル 以 下 ｣ に、 ｢ 1 0 0 平方メ

ー ト ル を ｣ を ｢新築住宅の床面積 の合 計が 1 0 0 平 方 メ ー ト ル を ｣ に、 ｢ 5 0 0

平 方 メ ー ト ル を ｣ を ｢新築住宅の床面積の合計が 5 0 0 平 方 メ ー ト ル を ｣ に、 ｢

2 , 0 0 0 平 方 メ ー ト ル を ｣ を ｢新築住宅の床面積の合計が 2 , 0 0 0 平方メ ー

ト ル を ｣ に、 ｢ 1 0 , 0 0 0 平 方 メ ー ト ル を ｣ を ｢新築住宅の床 面積の合計が 1

0 , 0 0 0 平 方 メ ー ト ル を ｣ に改め、 同部の次に次のように加 える。

開 発 行

為 に 関
す る も

の

開

発

行

為

許

可

申

請

手

数

料

主として、 自己の

居住の用に供する

住宅の建築の用に

供する目的で行う

開発行為の場合

開発区域の面積が 0 . 1

ヘクタール未満のとき。

1 件 8 , 6 0 0 円

開発区域の面積が 0 . 1

ヘクタール以上 0 . 3 ヘ

クタール未満のとき。

1 f4= 2 2 , 0 0 0 円

開発区域の面積が 0 . 3

ヘクタール以上 0 . 6 ヘ

クタール未満のとき。

1 件 4 3 , 0 0 0 円

開発区域の面積が 0 . 6

ヘクタール以上 1 ヘクタ

ール未満のとき。

1件 8 6 , 0 0 0 円

主として、 住宅以

外の建築物で自己

開発区域の面積が 0 . 1

ヘクタール未満のとき。

1件 1 3 , 0 0 0 円
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の業務の用に供す
るものの建築又は

自己の業務の用に

供する特定工作物

の建設の用に供す

る目的で行う開発

行為の場合

開発区域の面積が 0 . 1

ヘクタール以上 0 , 3 ヘ

クタール未満のとき。

1 件 3 0 , 0 0 0 円

開発区域の面積が 0 . 3

ヘクタール以上 0 . 6 ヘ

クタール未満のとき。

1 件 6 5 , 0 0 0 円

開発区域の面積が 0 . 6

ヘクタール以上 1 ヘクタ

ール未満のとき。

1件 1 2 0 , 0 0 0 円

上記以外の開発行

為の場合

開発区域の面積が 0 . 1

ヘクタール未満のとき。

1 件 8 6 , 0 0 0 円

開発区域の面積が 0 . 1

ヘクタール以上 0 . 3 ヘ

クタール未満のとき。

1 件 1 3 0 , 0 0 0 円

開発区域の面積が 0 . 3

ヘクタール以上○ . 6 ヘ

クタ ｣ ル未満のとき。

1 件 1 9 0 , 0 0 0 円

開発区域の面積が 0 . 6

ヘクタール以上 1 ヘクタ

ール未満のとき。

1件 2 6 0 , 0 0 0 円

1 件 次の額を合算した額

(1) 開発行為に関す

る 設 計 の 変 更
((2)のみに該当

す る 場 合 を 除
く。 ) 開発区域
の面積 ((2潟こ規

定する変更を伴う
場合にあっては変

更前の開発区域の

面積、 開発区域の

縮小に伴う場合に
あっては縮小後の

開発区域の面積)

に応じ前項に規定

する額に 1 0 分の

1 を乗じて得た額

(2) 新たな土地の開

の業務の用に供す
建築又は
務の用に

定工作物

用に供す

行う開発

発行

開発行為変更許可申請手数料 1 件 次の額を

(1) ず
る 設 計 の 変 更
((2)のみに該当

す る 場 合 を 除
く。 ) 開発区域
の面積 ((2潟こ規

定する変更を伴う
場合にあっては変

更前の開発区域の

面積、 開発区域の

縮小に伴う場合に
あっては縮小後の

開発区域の面積)

に応じ前項に規定

する額に 1 0 分の

1 を乗じて得た額

(2) 新たな土地の開



発区域への編入に

係る都市計画法第
3 0 条第 1 項第 1

号から第 4 号まで

に掲げる事項の変

更 新たに編入さ

れた開発区域の面

積に応じ前項に親

定する額

(3) (1)及び(2)以外

の変更 1 0 , 0

0 0 円

1 件用途地域の定められていない土地の区域内におけ

る建築物の特例許可申請手数料

4 6 , 0 0 0 円

予定建築物等以外の建築等許可申請手数料 1 件 2 6 , 0 0 0 円

1 , 7 0 0 円1 件開発許可を受けた地 承認申請をする者が行お

位の承継の承認申請 うとする開発行為が、 主

手数料 として自己の居住の用に

供する住宅建築の用に供
する目的で行うものであ

る場合又は主として、 住

宅以外の建築物で自己の

業務の用に供するものの

建築若しくは自己の業務

の用に供する特定工作物

の建設の用に供する目的

で行うものである場合

承認申請をする者が行お

うとする開発行為が、 上

記以外のものである場合

1件 1 7 , 0 0 0 円

開発登録簿の写しの交付手数料 1 枚 4 7 0 円

附 則

この条例は、 平成 2 0 年 4 月 1 日から施行する。


